鹿沼市産業用地等情報提供事業「空き工場バンク」実施要綱
（趣旨）

第1条 この要綱は、鹿沼市内に工場等の立地を希望する企業に対し、必要な情報を提供し、本市への産業誘致を促進する鹿沼市産業用地等情報提供事業「空き工場バンク」を実施するため、その対象となる土地又は建物の登録に関し、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　(1)　 産業用地等　工場、倉庫その他産業施設の用に供する目的の土地又は既に工場、倉庫その他産業施設の用に供している土地及び建物若しくは供していた土地及び建物をいう。
　(2)　 宅地建物取引業者等　宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２項第３条に規定する宅地建物取引業者又は同法第７７条第３項の規定による届出を行った信託会社若しくは同条第４項の信託業務を兼営する金融機関をいう。
　(3)　 用地等情報提供者　市内の産業用地等を所有し、立地希望企業等に産業用地等を提供できる者又は市内の産業用地等の売買若しくは賃貸に関する情報を提供できる宅地建物取引業者等をいう。
　(4)　 立地希望企業等　市内に工場等の立地を希望する企業又は企業から立地に関する業務を委任された代理人をいう。
（登録の要件）

第3条 産業用地等として登録することができる土地又は建物は、次に掲げるものとする。
(1)　土地については、概ね１，０００平方メートル以上、建物については、延べ床面積が概ね１，０００平方メートル以上のもの。

(2)　法律その他関係法令及び本市の条例、規則、要綱等の規制並びに基準に抵触しないもの又は抵触する恐れがないもの。
(3)　用地等情報提供者が、宅地建物取引業者等にその用地等の売却又は賃貸の媒介若しくは代理を依頼している場合は、当該宅地建物取引業者等との契約に違反していないもの又は違反する恐れがないもの。
(4)　その他市長が適当と認めるもの。
（用地等情報提供者の要件）

第4条 用地等情報提供者の要件は、その情報内容を立地希望企業に閲覧その他市長が適当と認める方法で提供することを承諾していることとする。
（登録申請）
第5条 用地等情報提供者は、「空き工場バンク登録申請書」（様式第1号）に市長が必要と認める関係書類を添付し、市長に提出しなければならない。
（登録の決定等）

第６条　市長は、前条の申請を受理したときは、これを審査し、適当と認めるときは、「空き工場バンク登録決定通知書」（様式第2号）を交付するものとする。
２　市長は、前項の規定により登録を決定したときは、「空き工場バンク登録簿」（様式第3号）に登録するものとする。

（登録内容の更新）

第７条　用地等情報提供者は、第５条第１項の「空き工場バンク登録申請書」（様式第1号）の登録内容に変更が生じ、又は抹消をしようとするときは、「空き工場バンク登録内容変更・抹消届出書」（様式第4号）を速やかに市長に届け出なければならない。
（立地希望企業等への情報提供）

第８条　市長は、立地希望企業等から情報提供依頼のあった場合は、第６条第２項に規定する「空き工場バンク登録簿」（様式第3号）の情報を、閲覧その他市長が適当と認める方法で提供するものとする。
（情報提供と交渉）
第９条　立地希望企業等は、提供された産業用地等情報について交渉を行うときは、当該産業用地等情報を提供した用地等情報提供者へ直接連絡をするものとする。
２　市は、提供された産業用地等情報の推奨又はあっせんを行わないものとする。

（市の責任等）
第１０条　市は、第８条の規定による産業用地等の情報提供後に行われる立地希望企業と産業用地等提供者との間の連絡調整、交渉、契約その他の行為について、一切の責任を負わない。

２　立地希望企業等は、当該企業が立地の際に適用を受ける都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律その他関係法令及び本市の条例、規則、要綱等の規則並びに基準について、責任を持って確認しなければならない。
（補則）

第１１条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　付　則

　この要綱は、平成２７年１月５日から施行する。

